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Local Coop大和高原プロジェクト



旧月ヶ瀬村を取り巻く環境
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奈良市月ヶ瀬

33.51km

22.22km
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40分

60分

80分

奈良市東部地
域

月ヶ瀬

面積 人口

57％ 3％

157.95
/276.94km2

約1万人
/約35万人

伊賀市南山城村

山添村

名張市



月ヶ瀬の特性 茶 梅
温
泉
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昭和46年　月ヶ瀬小学校新校舎落成
昭和43年　新月ヶ瀬橋竣工式

昭和59年　第39回わかくさ国体（上皇陛下・上皇皇后陛下）
昭和62年　石打太鼓踊り

旧月ヶ瀬村の風景
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月ヶ瀬地区
将来推計人口

現在 1,194人
高齢化率48.2%

年少人口割合 8.0%        
（2024年7月1日）

10年後 20年後 30年後
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高齢化率

年少人口割合

　 高齢化率 年少人口割合

船川 54% 5%

椿 65% 1%

戸賀 77% 0%

北浦 66% 2%

男鹿中 58% 2%

五里合 57% 3%

脇本 48% 6%

船越 33% 11%

若美 52% 4%
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自治体の40％超が消滅可能性都市  
全体の４割に当たる全国７４４市町村で２０２０年から５０年にかけて若年女性人口が半減し、将来
消滅する可能性がある。１４年に日本創成会議が公表した分析では８９６市区町村だった。外国人
人口の増加などが見込まれるが、「少子化基調は全く変わっていない」。現状のままだとこれから
50年、100年後には美しい日本の地方が今のまま維持できなくなってしまいます

消滅可能性都市



出典：2024.01.09　人口戦略会議「人口ビジョン2100」
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出典：2024.01.18　ダイヤモンド・オンライン
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出典：2024.01.09　人口戦略会議「人口ビジョン2100」

京都府

山梨県



11

人口減少／
少子高齢化の影響

人口増加期　公共サービス拡大フェーズ  
人口増加期は、経済成長とともに公共サービスは拡充傾向にあり、民間企業も事業拡大に伴い、
地方での積極的なサービス展開・参画が出来ていた時代がありました。 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人口減少期　公共サービス縮小フェーズ  
人口減少及び少子高齢化により、地域の人口が減少し、税金やサービス利用料金が減ってきてし
まったため、自治体の公共サービスも縮小せざるを得ず、民間企業も撤退し、地域住民の生活イ
ンフラが脅かされています。 

人口減少／
少子高齢化の影響



人口減少・少子高齢化
が暮らしに与える影響

参考：国土交通省「人口減少の悪循環のイメージ図」
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人口減少・少子高齢化

さらなる　人口減少・少子高齢化による

地域崩壊の可能性

生活関連サービ
スの縮小

地域公共交通の
縮小

空き家・耕作放
棄地の増加

地域コミュニティ
の機能低下

税収減

行政サービスの
低下

就業機会の減少

地域の魅力の低下

社会インフラ老朽
化

生活利便性の低下



地域公共交通の縮小例
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令和5年度
地域幸福度

指標アンケート結果
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全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

54.7％

73.1％

88.3％

47.5％

54.8％

80.7％



令和5年度
地域幸福度

指標アンケート結果
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73.5％

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

全くあてはまらない=1 あまりあてはまらない＝2 どちらとも言えない＝3 ある程度あてはまる＝4 非常にあてはまる=5

59.3％

59.1％

52.1％

67.6％

53.4％



10年後、20年後・・・100年後、

自分たちだけじゃない

”未来の世代 ”が

月ヶ瀬に住み続けることができる世界をつくる
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Local Coop 大和高原プロジェクト
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　少子高齢化・人口減少社会の中であっても、地域住民の暮らしやすさ・Well-beingが持続的に
向上しつつ、地域の環境・経済・社会・文化も維持・発展できる社会基盤の構築に取り組んでい
ます。（『Local Coop大和高原プロジェクト』）
　本プロジェクト達成には、地域住民が身近な問題を自分事として地域の状況を知り意見を出し
合い、取組について具体的に考え、熟議し、意思決定を行い、課題解決を目指す『住民自治』
と、課題解決策に地域住民の主体的な支え合いによるコスト削減の要素を取り入れる『住民共
助』の要素が不可欠です。
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新しい社会基盤の構築

住民自治・住民共助による持続可能な地域社会へ
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Local Coop構想を支える中核組織
地域住民、域外の関係人口、地域内外の民間企業が共に助け合い地域を支える組合型組
織（一般社団法人Local Coop大和高原）を設立し、地域内外の企業と連携しながら、地域資
源活用、地域コミュニティをベースとした地域密着サービスなど住民の生活に必要なサービス
を選択・運営・利用する。

一般社団法人
Local Coop大和高原の設
立
と全体像

初期は、地域外から担
い手（組織）を外付けす
るイメージ。
具体的な担い手として
は、民間企業・地域お
こし協力隊を中心とし
たメンバーで構成。
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令和5年度までの実績

Local Coop構想の土台づくり
住民自治や住民共助の根幹である「地域コミュニティ」の向上を図るため、ONOONOを設立。
また、「自分ごと化会議」を開催し、地域住民による主体的な課題共有、熟議、意思決定を実
施。日本郵政Grと連携し、空きスペースを活用した全国初の買物支援サービス及び特産品
販路拡大サービスを開発。

地域活性化起業人制
度による派遣
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令和6年度の取り組み

地域のインフラを整え、支える
一般社団法人LCYが再生資源回収や域内交通、買物など地域のインフラのサービスを支え
ます。各地区にある自治会館に機能集約し、自然と集まることができる居場所づくりを目指し
ています。また、地域おこし協力隊が社会関係資本の可視化と共助・互助のサポートを実施
します。



おたがいマーケット
（共助型買物サービス）

日本郵便の輸送ネットワークの活用による配送費用の最小限化と共同管理によって実現する全国初の持続可能な買物支援サー
ビス。買い物の利便性向上のほか、配達先での利用者同士の日常的なコミュニケーションを促進し、地域コミュニティの向上を図る
とともに、共同配送により環境負荷の低減を実現しています。
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サービス提供

住民共助
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2024.8.7　自見内閣府特命担当大臣視察

デジタル田園都市国家構想

事業構想

日経BP



コミュニティバスの運行

コミュニティバス運営が月ヶ瀬行政センターから一般社団法人ローカルコープ大和高原に変更となり、すべての月ヶ瀬住民を対象と

した定時循環型コミュニティバス「ぐるぐる月ヶ瀬」に新しく生まれ変わりました。利用料金は無料。
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サービス提供

環境整備／機会創出
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資源回収ステーションの設置

アミタHD株式会社をパートナーに迎え、共助互助コミュニティ機能をもつ再生資源回収ステーション「MEGURU STATION」を各自治
会館に設置。24時間365日の再生資源の搬出を可能とすることで利便性の向上と再生資源の搬出行為を通じた住民の日々のコ
ミュニケーション向上を同時に達成します。
また、回収した再生資源は売却し、売却益を一社LCYの活動資源とすることで域内循環システムを構築します。

サービス提供

住民共助



地域課題に対して地域住民が理解・共有し、熟議を経て、課題解決を目指す「自分ごと化会議」。この会議は無作為で地域
住民から委員が選出され、全4回にわたり開催されます。持続可能な地域社会をつくるために、政治や行政任せずしない
「住民自治」及び「住民共助」の意識醸成や行動変容を促します。

「自分ごと化会議」
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住民自治

住民共助



各サービスや自治会館の運営や意思決定はいずれ地域住民が主体となることを目指しています。
ステップとして、まずは地域おこし協力隊などの外部人材に各サービスの担い手と地域コミュニティのサポーターになっていただき
ます。地域おこし協力隊の活動を通じて、地域住民の共創・互助を促進し、地域課題の解決を図っていきます。

地域おこし協力隊
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人・資金の調達



・受け入れ側は、地域のビジョンを明文化する
・隊員の３年後の出口を設計する
・丁寧にコミュニケーションを行う
・活動に集中できる環境の整備を行う

など

地域おこし協力隊採用のよくある課題

地域おこし協力隊の中間支援組織として
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・募集しても応募がこない
・隊員と地域側のミスマッチが起きる
・隊員が体調を崩してしまう
・隊員が任期途中でやめてしまう

など

それに対する打ち手

上記を推進するコーディネーター（中間支援者）を配置することが重要！



「自治の再構築」と「共助の仕組みの実装」による
より良い地域社会の実現を目指して


